
平成29年度

1、事業の概要（Plan）

村上市事務事業評価シート 様式第1号

O新規 ◎継続

コード 名　　称 担当所属 環境課

事．務事業
ごみ・危険物等の収集 氏　　名 課長　中山　明20351301

会計 一般会計

総合計画で
の位置づけ

政策 00000002 ひと、まち、自然が調和する、美しい定住のまちづくり ．　款 衛生費

施策
00000001

3R（ごみの発生抑制や再使用、再生利用）の取り組み推進によるごみの減量化 項 清掃費

根拠法令・要綱等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、村上市廃棄物の減量化及 目 塵芥処理費

　　　対　　象

（誰を、何を、どこを）

市民からごみステーションに排出される一般廃棄物 記入者：生活環境室

　　　　鴻島　雅彦

　　手　　段

（どのような方法で）

分別の徹底により適正な収集運搬業務の実施

　　　　意　　図

（対象をどのようにしたいか）
3R（リデュース、リユース、リサイクル）を推進し、ごみの減量化を図る

関連事業 ごみカレンダー及びごみの分け方・出し方（冊子）の全戸配布、生ごみ自家処理用機器設置補助

金、環境フェスタの開催

事業の概要・
家庭ごみについては、業務委託により「燃やすごみ」　「燃やさないごみ」「資源ごみ」　「有害ご
み」に分別し収集。　　　　　　　　　　　　　　　　　．

2．事業実施実績と実施見込み（Do）
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　　　　　　人工（人／年）
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　　　　　　　金額　　　　b

総コスト（a＋b）、
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3．事業の評価（Check）

①前年度事後評価 評価期間　：平成28年4月1日～平成29年3月31日

視　　点 評価項目 説　　　明

自治体関与の妥当性 3妥当である

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、市は一般廃棄物を生活環境の
保全上支障が生じないよう運搬及び処分しなければならない。

妥当性

　　　、

A 　　　　　　　　’

目的の妥当性 3妥当である

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、市は一般廃棄物を生活環境の

対象（受益者）の妥当性、 3妥当である

市内から排出される一般廃棄物が対象であり妥当。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

目標（改善）達成度 1達成できない

リサイクル率の向上に向け取り組み、昨年度に比較し向上はしているが目標を

達成できていない。

B 類似事業の存在 3存在しない

法により市が実施する事業であり、類似事業はない。

有効性

　　　　・

　　　　「上位施策への貢献度

　　、

3大いに貢献している

3R（リデュース、リユース、リサイクル）を推進し、ごみの減量化を図るこ

とは、環境にやさしいまちづくりに寄与している。

コスト効率 3適正である（削減の余地はない）

環境保全の重要性や公共性から業務の着実な履行を重視している。

効率性

　　　L

A 実施主体の適正性 3適正である

業務効率を図るため一般廃棄物収集運搬処理業者に委託しており適正である。

負担割合の適正性 3適正である

ごみの排出量に応じて指定袋を指定袋を購入する必要があり妥当である。

総合評価
B 説

明

村上市一般廃棄物処理基本計画の目標値の達成は難しいが、ゴミの排出量は減少傾向にある。市民に分別

収集が浸透し「環境にやさしいまちづくり」　「ゴミの減量化」が図られている。

②今年度事中評価 評価期間　：平成29年4月1日～平成29年9月30目

視　　点 評価項目・ 説　　　明

自治体関与の妥当性 3妥当である

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、市は一般廃棄物を生活環境の

保全上支障が生じないよう運搬及び処分しなければならないため。

妥当性 A 目的の妥当性 3妥当である

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、市は一般廃棄物を生活環境の

保全上支障が生じないよう運搬及び処分しなければならないため。

対象｛受益者）の妥当性 3妥当である

市内から排出される一般廃棄物が対象であり、妥当である。

目標（改善）達成度 1達成できない

ごみの排出量、リサイクル率ともに目標を遠成できなかった。分別の徹底によ
り3R（リデュース、リユース、リサイクル）を推進し、資源ごみの回収量の

増、リサイクル率の向上を図る

有効性 B 類似事業の存在　　　　　　　　、

　　　　　　　　　　〆

3存在しない

法により市が実施する事業で、類似事業はない。

上位施策への貢献度 3大いに貢献している

3R（リデュース、リユース、リサイクル）を推進し、資源ごみの滅量化を図
ることにより、環境にやさしいまちづくりに寄与している。

コスト効率
　　　　　、
3適正である（削減の余地はない）

委託料は、収集運搬に係る人件費及び車両経費である。

効率性 A 実施主体の適正性 3適正である

業務効率を図るため一般廃棄物収集業者に委託しており適正である。

　　　　　　F
負担割合の適正性 3適正である

一般家庭のごみの排出量に応じてごみ指定袋を購入してもらっており、妥当で
ある。



【事中評価各視点に対する改善の着眼点】

視　点 改　善　の　着　眼　点

妥当性 A 自治体関与、目的、対象の妥当性に問題なし

有効性 B 目標が達成できなくなる突発的要因があると思うが、多くは目標値の設定が甘い若しくは活動の結果が実を結
んでいないと考える

1効率性 A コスト効率、実施主体、負担割合に問題なし

総合評価　　　B
課

題

昨年度（平成27年度実績）までは大型スーパー等で回収している資源ごみの量の把握はできて
いなかったが、平成28年度実績からその量を把握しリサイクル率に反映しているが達成できて
いない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

【総合評価における今後の方向性の目安】

今後の方向性 総合評価

① 拡大基調　　（有効性の観点からの改革） C

② 生産性向上（有効性の観点からの改革） BorC

③ 効率性向上（効率性の観点からの改革） B

④ 協働化　　　（効率性の観点からの改革） CorB

⑤ 現状維持 A

⑥ 縮小
C

⑦ 休廃止 D

拡充 ④ ② ①

維持 ③ ⑤

成
果
の
方
向
性

縮小 ⑥

休廃止 ⑦

皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

4．今後の方向性（Action）

事
業
の
方
向
性

昨年度改善
提案内容

　上記
実施状況

改善提案
（短期的改善と長期的展望）

②生産性向上（コスト維持、成果拡大）

ごみの減量化、資源ごみの回収量の増については、分別収集の徹底、収集品目の拡大により
ごみの減量に対する意識の向上もみられますが、さらに市報等により周知を行い市民の意識
の向上を図ることが必要。

市報や、環境フェスタ、出前講座などでごみを減らすため、3RのPRを行った。
また、ごみ処理場では直接持ち込む方へ搬入指導を行っている。

引き続き、市報や各種イベント等で3RのPRを行い、さらなる資源化に向けた取り組みを
実施する。

5．　【総合評価】　（行財政改革推進本部会議）

今後の方向性

結
　
　
論

口①拡大基調（コスト拡大、成果拡充）　［乙②生産性向上（コスト維持、成果拡大）口③効率性向上（コスト縮小、成果維持）

口④協働化（コスト縮小、成果拡大｝　　口⑤現状維持（コスト維持、成果維持）　口⑥縮小（コスト縮小、成果縮小）

口⑦休・廃止（コスト皆減、成果休廃止）

意

見

一次評価のとおり

　　　　　　　　　　　　　　　　．
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